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で暮らす期間を確保できればと考えておりますが、 目下のと

ころは、 生活に制限がある中国在住の皆様に一番ストレスが

かかっている状況かと思われますので、 一日でも早く問題が

鎮静化することをお祈りしております。

２． 中国法トピック

さて、 話は変わりますが、 今回も中国法の内容を共有させ

ていただければと存じます。 個人的に興味深いと思った中国

民法典の 「離婚冷静期」 のお話です。 これは、 ２０２１年１月１

日から施行された中国民法典に新たに組み入れられた協議離

婚に関する手続きです。

（中国民法典１０７７条）

　婚姻登記機関が離婚登記申請を受理した日から３０日以

内に、 いずれか一方が離婚を望まない場合、 婚姻登記機関

に対して離婚登記申請を撤回することができる。

２　前項の規定する期限が満了してから３０日以内に、 双方

は、 自ら婚姻登記機関で離婚証の交付を申請しなければな

らない。 申請しない場合には、 離婚登記申請を撤回したも

のとみなす。

上記が新設された条文 （以下 「本条」 といいます。） となり

ます。 日本の協議離婚の場合、 離婚届を役所に提出すれば直

ちに離婚の効力が発生することになりますが、 中国の協議離

婚の場合、 離婚届に代わる 「離婚登記申請」 を行ったとして

も直ちに離婚の効力が発生せず、 本条によって離婚登記申請

弁護士　王　宣麟

１． 留学の雑感

留学開始からはや 1 年が経過し、 中国ロースクールでの授

業も残すところあと１か月程度となりました。 中国に入境でき

ないもどかしさを感じつつ、 時間の経過の早さに驚いていま

す。 ２０２２年に入ってから日本を含め世界各国がコロナウイ

ルス政策を緩和もしくは撤廃し、 徐々に人の往来が再開した

ようですが、 中国は 「ゼロコロナ」 政策を徹底しているため、

感染者が一人でも見つかれば当該区域内でロックダウンが行

われ、 区域内住民全員の PCR 検査が毎日行われているよう

です。 中国人民大学の学内の寮に住んでいる同級生に話を聞

いても、 ここ数か月の間は、 特段の理由がない限り大学敷地

内から外に出ることができないようで、 学内の他の留学生た

ちも徐々に帰国を開始しているとのことでした。 もちろん人民

大学の敷地は広く、 食堂、 購買部や運動場等の生活をするた

めの設備は一通り揃っているものの、 授業は全てオンラインで

行われ、 学外に出ることができない現状では故郷に帰った方

が良いと判断する学生も多いようです。 このような厳しい状

況であるため、 日本人の留学生に対しては、 まだ学生ビザが

発行されない状況です （但し一部の国では留学ビザが徐々に

再開しているようです）。 できることなら現地でロースクール

の授業を受け、 友人たちと切磋琢磨し、 ときには中国国内を

旅行し、 中国の歴史や絶景を肌で感じてみたかったのですが、

残念ながらまだ経験できておりません。 ロースクールでの修学

期間も残り約１年となりますので、 早く入境し、 少しでも中国
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年７月２０日にこれを公布しました。 この決定に基づき、 各省

や市は 「３人っ子政策」 4 を進め、 現に子育ての家計負担軽減

のための税負担免除や給付金支給等が行われています。

また、 政府 （民政部） のデータ 5 によれば、 中国民法典が施

行された２０２１年度の協議離婚 （登記離婚） 数は、 前年度と

比較して４２. ７％も減少したようです 6。 この大幅な減少が本

条の新制度によるものなのかは別途検討が必要かと思います

が、 一説によれば 「中国での協議離婚は衝動的な理由による

ものが３割を占めている」7 と言われています。 これを前提とす

れば、 一定の期間を置いて当事者の感情をクールダウンさせ

ることで再度婚姻生活を継続する意思を復活させるケースも

多くあったといえるでしょう。

以上を踏まえれば、 「冷静期」 は、 今後の離婚数の増加に

歯止めをかける大きな一つの制度になると思われます。 まだ

始まったばかりの制度であるため、 今後の人口政策への影響

を含め、 動向に注目すべき分野の一つとなりそうです。

をしてから３０日 （しかもこの３０日以内は一方当事者が勝手

に申請撤回する可能性あり） 待つ必要があるのです。 更に登

記申請から３０日経過後、 本条中の下線部にあるように、 夫

婦揃って離婚証の交付の申請をする必要があり、 これをせず

に更に３０日が経過すれば、 離婚登記申請は撤回されたもの

とみなされます。 中国の場合、 実務上は夫婦双方が現地で揃

わなければ申請を行うことができないため、 離婚の手続きを

進めるためには双方の協力が必要です 1。中国民法典への改正

前は、 本条の第１段階でいう離婚登記申請のみの協力で足り

ていたのですが、 改正により、 第１段階から時間を置いた第２

段階の離婚証交付申請についても夫婦の協力が必要となるた

め、 離婚を進めるハードルがより一層高くなったものと考えら

れます。 この意味で本条の制度を 「離婚のクーリングオフ」 と

表現するメディアも多くありました。 なお、 本条はあくまでも

協議離婚 （登記離婚） に適用される制度であり、 調停 ・ 裁判

により離婚する場合は対象外となります。

本条の立法趣旨については、 衝動的な離婚を防止するため

と言われていますが、 実際は、 離婚の自由を制限するもの、

或いは、 離婚に応じない側が離婚したい側を拘束するための

手段として悪用されるのではないか、 という評価も受けてい

るようです 2。 また、 この制度の背景には、 現在中国の社会問

題とされている離婚数の増加、 人口減少、 ひいては少子高齢

化に歯止めをかける目的があるとも言われています。 現に、

中央政治局は２０２１年５月３１日に夫婦１組に子ども２人まで

という産児制限を３人までに緩和するという決定 3 を示し、 同

（注）
1　 日本の場合、 離婚届は夫婦のいずれかもしくはその代理人
が提出可能であるため、 必ずしも夫婦同席の必要はありません。
2　 著：刘怡然「“离婚冷静期”让离婚更难了吗？」（宁波通讯・
２０２１第２期）３９頁
3　 《关于优化生育政策促进人口长期均衡发展的决定》
4　 正式には中国語で 「三孩生育政策」 といいます。
5　 http://www.mca.gov.cn/article/sj/tjjb/
2021/202104qgsj.html
6　 https://new.qq.com/omn/20220323/
20220323A0C18F00.html
7　 著 ：刘怡然　同上

ディスクロージャーワーキング ・ グループ報告

―中長期的な企業価値向上につながる資本市場の構築に向けて―

弁護士　田邉　愛

トピック 金融法務

2022 （令和４） 年６月１３日、金融庁は、「金融審議会　ディ

スクロージャーワーキング ・ グループ報告―中長期的な企業価

値向上につながる資本市場の構築に向けて―」 （以下 「本報

告書」 といいます。） 1 を公表しました。

当該ワーキング ・ グループは、 2021 （令和 3） 年 6 月、

金融担当大臣から 「企業を取り巻く経済社会情勢の変化を踏

まえ、 投資家の投資判断に必要な情報を適時に分かりやすく

提供し、 企業と投資家との間の建設的な対話に資する企業情

報の開示のあり方について幅広く検討を行うこと」 という諮

問を受けて設立され、 学識経験者、 企業等から 17 名の委員

から構成され、 オブザーバーとして経産省等の官庁、 全銀協、

東証、 監査役協会、 日本公認会計士協会等が参加しています。

本報告書は、 2021 （令和３） 年 9 月以降、 企業開示のあ

り方について、 合計 9 回にわたり開催されたワーキング ・ グ

ループにおける検討及び審議の結果として報告されたもので

す。

なお、 本報告書とは別に 2022 （令和 4） 年 6 月 7 日に

公表された 「新しい資本主義実行計画工程表 （案）」 2 では、

早ければ 2023 年 3 月期より、 人的資本等の非財産情報の

開示 （人材育成方針や社内環境整備方針、 これらを実現する

指標や目標） について、 有価証券報告書における記載を義務

化する旨の計画が示されています。

本報告書の構成は以下のとおりです。

http://www.mca.gov.cn/article/sj/tjjb/2021/202104qgsj.html
http://www.mca.gov.cn/article/sj/tjjb/2021/202104qgsj.html
https://new.qq.com/omn/20220323/20220323A0C18F00.html
https://new.qq.com/omn/20220323/20220323A0C18F00.html
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なお、 日本においては、 公益財団法人財務会計基準機構

（FASF） が 2021 年 12 月サスティナビリティ基準委員会

（SSBJ） の設置を公表し、 現在設立準備委員会が設置されて

おり、 当該 SBBJ に開示基準策定の中心的な役割に据えて、

開示内容や公表時期等の実務的な検討や環境整備を行ってい

くことが考えられると指摘されています。

「２、 気候変動対応に関する開示」 では、 国際会計基準

（IFRS）の設定主体である IFRS 財団が設立した国際サスティ

ナビリティ基準審議会 （ISSB） が 2022 年 3 月、 国内外で

広く利用されている TCFD をベースにした気候関連開示基準

の公開草案を公表し、 業種別指標が示されたほか、 諸外国当

局でも気候変動関連開示の議論が進展していることが指摘さ

れています。 日本においても、 多くの気候変動関連開示に係

る実務や事例が積みあがっているものの、 国際的な比較可能

性を確保するため、 ① ISSB の気候関連開示基準の策定に積

極的に参画し、 日本の意見が取り込まれた国際基準の実現を

目指すことが望ましいこと、 ②その上で、 ISSB の気候関連

開示基準を踏まえ、 SBBJ で迅速に具体的開示内容の検討に

取り掛かること、 ③現時点においては、 経営環境等を踏まえ、

気候変動対応が重要であると判断する場合、「ガバナンス」 「戦

略」 「リスク管理」 「指標と目標」 の枠で開示することとすべ

きことが指摘されています。

なお、 上記に加えて、 GHG （温室効果ガス） 排出量が多

い企業については、 重要性の判断を前提としつつも、 積極的

に開示をすることが期待されることが指摘されています。

「３、 人的資本 ・ 多様性に関する開示」 については、 2021

年 6 月の CG コードの再改訂により、 経営戦略に関連する人

的資本への投資や、 多様性の確保に向けた方針とその実施状

況の開示が盛り込まれるなどの取組みが行われてきました。

このような状況も踏まえ、 日本では、 以下の内容をそれぞ

れサスティナビリティ開示の 「記載欄」 の開示項目とすること

が提案されています。

「戦略」　　　　　➡　人材育成方針 （多様性を含む）、 社内環境

整備方針

「指標と目標」 ➡　測定可能な指標 （インプット、アウトカム等）

の設定、 その目標及び進捗状況

「従業員の状況」　➡　女性管理職比率、 男性の育児休業取得

率、 男女間賃金格差

最後に、 「４、 今後の課題」 としては、 ①前述の SSBJ の

役割の明確化として、 法令上の枠組みを含めて、 どのように

位置づけるかということ、 ②サスティナビリティ情報に対する

保証の確保、 ③ IFRS 財団のアジア ・ オセアニアオフィスのサ

ポートが指摘されています。 とりわけ、 ①の SSBJ の位置づ

けについては、 今後の企業内容開示規制が左右される重要な

点であり、 今後も注視していく必要があります。

Ⅰ . サスティナビリティに関する企業の取組みの開示

1． サスティナビリティ全般に関する開示

2． 気候変動対応に関する開示

3． 人的資本、 多様性に関する開示

4． 今後の課題

Ⅱ . コーポレートガバナンスに関する開示

1． コーポレートガバナンス改革と情報開示に係るこれま

での取組み

2． 取締役会、 指名委員会 ・ 報酬委員会等の活動状況

3． 監査の信頼性確保に関する開示

4． 政策保有株式等に関する開示

Ⅲ． 四半期開示をはじめとする情報開示の頻度 ・ タイミング

1． 四半期開示

2． 適時開示のあり方

3． 有価証券報告書の株主総会前提出

4． 重要情報の公表のタイミング

Ⅳ． その他の開示に係る個別課題

　１． 「重要な契約」 の開示

　２． 英文開示

　３． 有価証券報告書とコーポレート ・ ガバナンス報告書の

記載事項の関係

Ⅰ . サスティナビリティに関する企業の取組みの開示

「１、 サスティナビリティ全般に関する開示」 については、 政

府が 2050 年のカーボンニュートラルを目指すことを宣言し

ていることやサスティナビリティに関する取組が企業経営の中

心的課題となるとともに、 投資家の関心が世界的に高まって

いること、 各種サスティナビリティ開示の基準設定やその活用

の動きが急速に進んでいることから、 日本でも、 サスティナ

ビリティ開示に向けた検討を進めることが急務となると指摘さ

れ、 本報告書において、 進めるべき取組みや留意事項が指摘

されています。

とりわけ、 企業実務に影響が大きい指摘としては、 有価証

券報告書において、 サスティナビリティ情報の 「記載欄」 の新

設を行い、 法定開示にもこれを含めていくべきと指摘されて

いることです。 サスティナビリティ開示は、 将来情報を含む一

方、 有価証券報告書には虚偽記載の責任が生じるところ、 こ

の点も、 内閣府令改正の際に 「一般に合理的と考えられる範

囲で具体的な説明がされていた場合、 提出後に事情が変化し

たことをもって虚偽記載の責任が問われるものではないと考

えられる」 とする金融庁の見解の浸透や企業内容等開示ガイ

ドラインの整備により、 サスティナビリティ開示の事例や留意

点をさらに明確化すること、 また任意開示書類の参照の推奨

等により、 投資者が投資判断において企業の考え方を十分に

理解できるような積極的な開示となるよう推奨すべきである

とされています。
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所が開示すべき事項や重要性基準を定める細則主義を取って

おり、 細則に該当しない場合や経営環境が不透明な場合には、

開示に消極的であると指摘されています。 このような状況に

ついて、 ①よりタイムリーに企業の状況変化に関する情報が企

業から開示されるよう、 取引所において適時開示の促進 （エ

ンフォースメントのあり方を含めて） を検討すべきこと、 ②投

資家はリスク情報について前広な開示を求めていることから、

情報の作成者と利用者の間に生じている 「期待ギャップ」 の

解消にも取り組んでいくことが望まれると指摘されています。

「３． 有価証券報告書の株主総会前提出」 については、 それ

ぞれの企業が置かれた状況や投資家との対話も踏まえつつ、

必ずしも早い時期でなくとも株主総会前に有価証券報告書を

提出する取組みが期待されると指摘されています。

「４． 重要情報の公表タイミング」 についても、 社内手続き

などの終了のタイミングで速やかに開示することが基本であ

り、 それを促す取組みを進めるべきと指摘されています。

　

Ⅳ． その他の開示に係る個別課題

その他の開示に関する個別課題として、 重要な契約の開示、

英文開示、 有価証券報告書とコーポレート ・ ガバナンス報告

書の記載事項の関係が指摘されています。 このうち、 重要な

契約としては、 ①企業・株主間のガバナンスに関する合意 （役

員候補者指名権等の合意等）、 ②企業 ・ 株主間の株主保有株

式の処分 ・ 買増し等に関する合意、 ③ローンと社債に付され

る財務上の特約については、 類型を設定し、 開示事項とすべ

きであると指摘することが提案されています。 また、 英文開

示については、 プライム市場に上場する企業や利用ニーズの

特に高い項目、 サスティナビリティ情報について英文開示が期

待されるとし、 当該英文開示をしている企業一覧を海外投資

家に情報発信することやＥＤＩＮＥＴにおいて外部の翻訳ツール

を利用しやすいよう改修を進めること等が指摘されています。

また、 有価証券報告書とコーポレート ・ ガバナンス報告書の

記載事項については、 それぞれの開示システムの利便性等を

踏まえて整理することが考えられると指摘されています。

以上のとおり、 本報告書においては、 サスティナビリティに

関する企業の取組み内容の開示を始めとし、 新たな開示項目

が提案されたほか、 企業の経営状況やガバナンスにつき、 投

資家にとってより適時 ・ 的確な企業実態の把握が可能となる

よう様々な提案がなされています。 今後、 企業内容の開示は

より広範かつ深化していくものと考えられ、 開示基準等への

準則性を超えて、 より積極的な開示に対応できる仕組み作り

が必要となると考えられます。

Ⅱ　コーポレートガバナンスに関する開示

コーポレートガバナンスに関する開示については、 近年、 ス

チュワードシップ ・ コード、 コーポレートガバナンス ・ コードの

再改訂、 市場区分に応じた適用等、 ガバナンス向上に向けた

枠組みの整備が進められていると指摘されています。

そのような中で、 企業内容の開示においても、 当該取組み

の進展を適切に反映させることが求められるとして、 ①有価

証券報告書に 「取締役会、 委員会等の活動状況」 の記載欄を

設け、 詳細な情報をコーポレート ・ ガバナンス報告書や任意開

示書類を参照しながら、 開催頻度や主な検討内容、 個々の構

成員の出席状況を記載項目とすること等が提案されています。

また、 ②監査の信頼性確保に関する開示として、 有価証券報

告書において、 監査役会等における実質的な活動状況の開示

を求め、 投資家と監査役等との対話を促進させていくことが

重要と指摘されています。 具体的には、 監査状況の認識と監

査役会等の活動状況等、 KAM （監査上の主要な検討事項）

についての監査役等の検討内容の開示、 内部監査の実効性の

説明を開示項目とすることが提案されています。 さらに、 ③

政策保有株式に関する開示として、 保有の正当性を議論する

ための情報が提供されることが望ましいとされ、 発行会社と

業務提携等がある場合の説明を有価証券報告書の開示項目と

すべきと提案されています。 さらに議決権行使基準の積極的

な開示や純投資目的の保有株式についても、 政策保有との区

分や区分変更の動向、 両銘柄の保有期間等の実態を調べ、 適

切な開示に向けた取組みを進めるべきと指摘されています。

Ⅲ． 情報開示の頻度 ・ タイミング

「１．四半期開示」 について、 四半期報告制度は、 投資家

に対し企業業績等に係る情報をより適時に開示するととも

に、 企業内において、 より適時の情報把握による的確な経営

の検証を行う必要性があるとの認識の下、 2006 年に制定、

2008 年 4 月に施行されました。 しかし、 欧州で法令上の四

半期開示義務が廃止されていることや日本でも中長期的な視

点に立って企業経営が求められることから、 四半期開示義務

を廃止し、 取引所規則に基づき四半期決算短信に 「一本化」

することが適切と考えられると提案されています。 他方で、 こ

れに伴い、 ①四半期決算短信の義務付けの有無をどう考える

か、 ②四半期決算短信は、 速報性から簡素化されており、 そ

の内容の見直し、 ③四半期決算短信への虚偽記載に対するエ

ンフォースメント、 ④四半期決算短信に対する監査法人による

レビューの要否、 ⑤ （四半期報告を廃止した場合） 半期報告

書に対する監査法人の保証のあり方は、 さらに検討すべき必

要のある課題であると指摘されています。

四半期報告が不要となれば、 コスト削減や開示の効率化に

つながる一方、 情報の有用性 ・ 適時性の確保をどのようにす

るかが議論のポイントになるとされています。

「２． 適時開示のあり方」 については、 日本においては取引

（注）
1　 https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/
tosin/20220613/01.pdf
2　 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_
sihonsyugi/honbu/dai2/sankou1.pdf

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20220613/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20220613/01.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/honbu/dai2/sankou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/honbu/dai2/sankou1.pdf
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夫馬賢治「講演　サステナビリティの歴史、サステナブルな時代の経営

とリスク」（月刊監査役 No.736（2022 年 6 月号）4頁）

第 94 回監査役全国会議における ( 株 ) ニューラル代表取

締役 CEO 夫馬賢治さんの講演を収録したものです。

・ Google のキーワード検索数のトレンドをみると、 日本で

は、 2018 年ころから SDGs という言葉が急速に普及し、

引っ張られるかのように ESG も延びているが、 SDGs の

ほうが遙かに知られているのが日本の現状で、 世界では

非常に珍しい。

・2015 年に SDGs が国連で採択されたが、 アメリカでは、

現在に至るまでほとんど SDGs という言葉が検索される

ことはない、 ESG の検索だけがずっと延びている。 フラ

ンス、 インドでもそうである。

・ 今サステナビリティという言葉が日本で盛り上がっている

が、 その発端は、 世界では 2008 年である、 そのターニ

ングポイントからなぜ、 世界的にサステナビリティという言

葉が広がってきたかを改めて理解する必要がある。

といった指摘から始まり、 世界と日本それぞれでサステナビ

リティの概念が広まってきた経緯を紹介しています。

また、 なぜ企業が社会課題解決に向き合うのかというとこ

ろで、 2020 年の段階で、 環境問題も含め、 グローバル企業

の答えは、 「収益の創出」 が多数、 一方、 日本企業の経営者

の回答は、 収益の創出との回答はわずか 1％、 外部ステーク

ホルダーの優先事項だから、 従業員、 Ｚ世代がこういう問題

が好きだから、 新規採用のためにといった 「仕方なくやって

いる」 という反応だった、 との指摘も興味深いと思います。

私を含め当事務所の弁護士も、 クライアントの経営陣とお話

する際、 CG コード、 投資家対応、 株主総会対応といった 「外

圧」 との関係でサステナビリティ等のテーマに触れることが多

くなりがちですが、 企業の安定的成長のための経営課題とし

てこういったテーマを捉え、 さらに適切なクライアントのサポー

トを行えるよう研鑽を重ねたいとあらためて感じました。

松中学「敵対的買収防衛策に関する懸念と提案

	 	 	 	 	 	 ─近時の事例を踏まえて─」

名古屋大学の松中学教授の論稿です。 商事法務 No.2295

に 〔上〕、 同 No.2296 に 〔下〕 が掲載されています。

近時の敵対的買収とこれに対する防衛策の事例とその特徴

を踏まえて、 現在の裁判例や議論の問題点を指摘したうえで、

いくつかの提案を行う内容ですが、 問題意識として、 ①買収

手法の強圧性が具体的にどのような防衛策と導入 ・ 発動のプ

ロセスを正当化するのかを分析的に検討する必要が無いか、

②敵対的買収に対する制約と友好的買収のバランスの視点が

抜け落ちていないか、 ③防衛策が脅威に応じて相当な効果

を持つという意味での相当性が忘れられている可能性がない

か、 という 3 つを提示し、 順次検討しています。

　ある買収手法に強圧性があるため、 株主が買収への応募

（株式の売却） ではなく株主総会を通じて意思決定をするとし

て、 この株主総会では何を決めているのか、 という問題提起

のもと、 a) この買収は強圧性が高いため、 （この手法では）

実施するべきではない、 b） この買収は企業価値を低下させ

るため、 実施すべきではない、 のどちらを決めようとしてい

るのか、 強圧性が一定程度あること＝企業価値を下げる買収
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とは限らない、 といった視点を提示しています。

また、 買収手法の強圧性が脅威なのであれば、 強圧性を排

除する防衛策は正当化できるが、 強圧性を排した買収を阻止

することは正当化できず、 そのような防衛策までも正当化す

るには強圧性を超えた脅威 （必要性） が必要とし、 また、 防

衛策が正当化される強圧性の水準等を検討していきます。

近時の事例の事実経過や裁判例において明示された考慮要

素の分析にとどまらず、 論点のそもそもの意義に立ち入り分

析を加える重要な論稿です。

 

今般、 当事務所の横瀬弁護士が執筆に加わった書籍

「Ｑ＆Ａ 改正公益通報者保護法」 が出版されました。

本書は、 本年 6 月 1 日に施行を迎えたばかりの改正

公益通報者保護法を踏まえた制度設計や実務対応に

ついて解説するものです。 改正法により常時使用労

働者が 300 人を超える事業者は、 通報窓口の設置

など公益通報対応体制整備義務を負うことになりまし

たが、 本書が企業における内部通報制度の構築 ・ 運

用の参考になるものと思います。

https://store.kinzai.jp/public/item/book/

B/14169/

　なお、 消費者庁のホームページにおいて、 横瀬弁護

士が策定に加わった 「内部通報に関する内部規程例

（遵守事項＋推奨事項版）」 が公開されていますので、

併せてご覧ください。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/

consumer_partnerships/whisleblower_

p r o t e c t i o n _ s y s t e m / p r / a s s e t s /

pr_220221_0001.pdf

書籍のご紹介
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